






















添付資料 (付表３ 調整過程と家計貯蓄率との関係, 付図２ 本稿調整の分類, 付図３ 調整の結果,
付図４ 本稿と応用研究との関係図, 付図５ 世帯数分布, データ)    年３月本研究に先立ち, 内閣府政策統括官 (経済財政―景気判断・政策分析担当) 付及び参事官
(経済財政―景気判断・政策分析担当) 付新家義貴氏より, 平成  年版経済財政白書コラム１‒１におけ
る家計貯蓄率の調整方法の説明を受けた｡ 本稿は,     年１月  日に経済統計学会関東支部例会で報告
した内容 (テーマ ｢  年代以降における我が国の家計貯蓄率低下原因の解明｣) に基づいている｡ 本稿
の作成に当たり, 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部, 総務省統計局消費統計課など多くの方々
から, 有益なコメントを頂いた｡ また, 立教大学経済学部菊地進教授, 大塚勇一郎教授, 岩崎俊夫教授,
藤原新助教授, 立教大学フロンティア研究会を構成する各委員には修士論文作成時より, 様々なご指導


























効果に過ぎない｡ 近年最も重視される原因は高齢化の進行による影響である｡ つまり, 貯蓄率
が低いことで知られる定年退職後の高齢者無職世帯の増加にしたがって, 家計貯蓄率は低下す
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に, 統計作成上の誤差などを原因として生まれている｡ このことは,    家計貯蓄率と家計
調査勤労者世帯黒字率との定義の違いが, それだけ大きいことを意味している｡ したがって,   家計貯蓄率と家計調査勤労者世帯黒字率との定義の違いをできるだけなくし, 乖離幅を
できるだけ小さくする調整を行わなければならない｡ むろん, 複雑に推計された   家計貯
蓄率を近似推計するだけでは, 乖離幅を完全に解消することは出来ない｡ しかし家計調査から   家計貯蓄率の推計を目指して定義の違いを調整すれば, ある程度乖離幅の縮小した家計





















本稿ではこうしたステップを経て, 家計貯蓄率の低下原因の解明を目的に家計調査に基づく   ベース家計貯蓄率の推計を試みることにする４)｡ Ⅰでは,    と家計調査との間の乖離


















保する観点から法人増税には期待することができない７)｡ したがって法人税, 所得税, 消費税
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
４) ただし, 議論は非常に多岐にわたるため, 実証結果のうち要因分解法を用いた分析結果は別の機会
にまとめることにした｡ この点はご容赦願いたい｡
５) 谷沢 (    ) に基づく名称である｡ 同論争は   家計貯蓄率と家計調査黒字率が乖離する原因を
巡って, 広範囲に行われた論争のことを指している｡
６) 平成  年度一般会計では公債金収入を除く歳入が約   兆円 (うち税収は約  兆円) に対して歳出
は  兆円にも達している｡ 政府の国債と借入金だけでも, 平成  年度３月末時点で既に約   兆円に
達している｡ 地方自治体の借入金残高と合わせると, 約    兆円に達する｡
７) 内閣府 (    ) によれば, 我が国の法人実効税率は    年,   年度の２度にわたって引き下げられ,























本稿は, こうした状況が所得税, 消費税などの他の税と比べて, 法人増税を実施しにくくさせてい
ると主張しているのである｡
８) 家計貯蓄率が高いと, その分内需が小さくなり, 日本との貿易不均衡が続いている諸外国から圧力







９) 我が国が敗戦から立ち上がり, 経済成長を通じて, 欧米に追いつく上で勤勉な国民性は重要な性質
であった｡ 家計貯蓄率は国民が勤勉であることの象徴的指標であり, 我が国の自負心を長く満足させ
る指標であった｡  ) 家計貯蓄率は, 高度成長期から長年我が国の旺盛な資金需要を下支えしてきた｡ 主に間接金融シス
テムを通じて, 資金供給の源泉として, 企業による旺盛な設備投資を間接的に支えることで, 経済成
長に貢献してきたのである｡
この内容に関して, しばしば ｢貯蓄が投資を決定するとの仮定は, 適切ではない｣ との指摘がされ
る｡ しかし筆者が述べたいことは, 国内資金供給力には限度があるということである｡ 敗戦から復興
するためには, 膨大な資本が必要となる｡ 海外資本を受け入れない状況で, 復興するためには高い家
計貯蓄率か, 信用創造がいくらでも出来る状況が実現しなければならない｡ 信用創造は金融当局によ
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図１ 家計貯蓄率の低下現象
                                                               




させる恐れがある｡ その結果, 長期金利の上昇の下地を作る可能性が指摘できる｡ 日本銀行と
我が国の金融機関は, 既に莫大な公債を保有しており, 国債の引き受けの問題とポートフォリ
オ・バランスの観点から, 長期金利の上昇への対応手段は限られている｡ 長期的に緩やかな長






のだろうか｡ 現在までの研究では, 近年の家計貯蓄率の低下は, 可処分所得の減少による影響
よりも, 急激に進む高齢化によるものと考えられている｡ 例えば, ホリオカ (     ) は高齢
化を家計貯蓄率低下の最重要原因として取り上げている｡ また高齢化以外でも物価デフレ, 資
産価格の下落, 将来に対する不安, 自営業者の業績の低迷などの影響の可能性についても指摘









う｡ 長期間にわたる増税に次ぐ増税は, 日本経済を疲弊させ, 生活水準の悪化に伴う貯蓄率の低下や
内需の縮小, 失業率の上昇を連鎖的に招く可能性がある｡ 失業率の上昇と生活水準の悪化は, さらな
る晩婚化, 少子化, 離婚率の上昇, 犯罪率の上昇などを通じて, 社会的な弱者に多くがしわ寄せされ
る｡ そうした悪影響は, 連鎖的に社会を不安定化させつつ, 正常な経済活動を阻害し, さらに内需に
悪影響を与える可能性があることを指摘できる｡
ただ, 長期金利は家計部門の動向だけで決まっているわけではない｡ 金融当局の政策, 規制緩和策
と海外投資家の日本市場への評価なども含めた状況次第で, 長期金利の動向も大きく変わるから, 上
記のことは１つの可能性を指摘しているに過ぎない｡  ) ただし, ホリオカ (     ) は主として高齢化の影響を中心に扱っており, 高齢化以外の要因はモ
デルの中に含めて議論していない｡  ) 家計貯蓄率の将来推計に関して, 村本 (    ) が詳細にサーベイしている｡
                                                               
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  ) 高齢者就業率の上昇は, 高齢化による家計貯蓄率の低下に対する影響を緩和させている｡ さらに年
金制度の存在もこうした影響を緩和している｡  ) 近年の家計貯蓄率の低下を人口構成の変化で説明しようとする経済学者の主張は多く出てきている｡
しかし, 本当にそうであろうか｡ 家計貯蓄率を半減させるほど人口構成が変化するためには, おそら
く若者の大半が死滅するか, 高齢者数が突然倍以上に増加するほど, 激しい変化を伴わなければなら
ない｡ 家計調査などの世帯数分布から判断して, このような変化を前提にしなければ, 家計貯蓄率の
低下を説明できないとは思えない｡ 非常に緩やかに変化する人口構成と急激に変化しやすい経済指標
とを, 同じように考えるべきではない｡  年代後半から進んだ家計貯蓄率の急激な低下は, 緩やかに進行する人口構成の変化も含めて, 可
処分所得の急激な減少や制度改革による影響など多くの要因が合わさって実現していると考えるべき
ではないだろうか｡  ) 例えば, 飯塚 (    ), 同 (    ) が   貯蓄をそのまま要因分解しているが, これでは近年重
要さを増している高齢化の進行で貯蓄率が低下しているのか, 他の要因で低下しているのかが全く分
からない｡  ) 回帰分析による家計貯蓄率の分析は, 非常に数多く行われている｡ 最近の研究ではないが, ホリオ
カ・井原・越智田・南部 (    ) がよく知られている｡  ) 代表的な例として麻生・田村 (    ) を挙げることができる｡  ) 例えば, １や２は高齢化による直接的な影響ではない｡ これらを人口動態要因を考慮に入れた回帰
式で捉える場合には, モデル全体に大きなバイアスがかかるはずである｡ こうした細かい制度変更も






っている｡ 実収入の動向や社会保障費の変動, 増税・減税, 産業構造の変化, 高齢化の進行な











る｡  ) 厳密には貯蓄率をそのまま要因分解して, その低下原因を適切に把握することはできない｡ そのた
め貯蓄の伸びを要因分解して, その寄与度の相対的な関係を議論する｡                                                                                                                                                                                                                                                                                                       …①
ここでＳは貯蓄,  は実収入,   は非消費支出,   は消費支出,    は   勘定,  を勤労
者世帯の世帯数分布,  を勤労者以外の世帯 (無職世帯を含まない) の世帯数分布,  を無職世帯の
世帯数分布,  を単身世帯の世帯数分布と置いている｡    勘定とは, 推計方法で説明する   可
処分所得調整勘定と   最終消費支出調整勘定の合計額のことである｡ ダッシュは１期前の世帯数





















ているのである｡ また, 家計調査黒字率は勤労者世帯と無職世帯を対象としており, 勤労者以
外の世帯で無職以外の世帯は収入と非消費支出について基本的には調査対象ではない｡ そのた














  )    家計貯蓄率を導出する際に, 可処分所得 (純, 以下では略表記) が用いられる｡ この可処分
所得は, 第１次所得の分配勘定 (所得の導出勘定) 及び所得の第２次分配勘定 (可処分所得の導出勘
定) から導出され, 以下の算式で示される｡
可処分所得＝営業余剰・混合所得 (純)＋雇用者報酬 (受取)＋財産所得 (受取)
－財産所得 (支払)＋現物社会移転以外の社会給付 (受取)＋その他の経常移転 (受取)
－所得・富等に課される経常税－社会負担 (支払)－その他の経常移転 (支払)  ) 本稿では, 家計調査で把握される勤労者世帯と無職世帯の黒字率以外でも, 補完推計をすることで
黒字率が把握できるようにしている｡ したがって, 本稿における家計調査黒字率とは, 勤労者世帯な
どの特定の世帯だけを対象として考えているわけではない｡
                                                                
め, 総世帯で議論する必要がある場合には, 黒字率が把握できない世帯については, 何らかの
推計で補う必要がある｡
よく比較される両指標間では, 数多くの項目で所得, 消費, 貯蓄などの範囲や用語が大きく
異なっている｡ 例えば,    では５つの部門間での相互の支出は移転支出として可処分所得
から除かれる一方, 家計調査では寄付金, 仕送り, 信仰費なども消費として扱っている｡ 詳し
くは付表１を利用してⅡ以降で詳しく議論するが, 家計貯蓄率と黒字率はよく似ているようで,







が出てきた｡ 溝口 (    ) は家計調査の問題点を扱う中で, その乖離現象が生じる原因は貯蓄
動向調査と家計調査との比較によって明らかになると考えて, この分野で始めての実証分析を
行った｡ 谷沢 (    ) は今日では貯蓄動向調査が家計調査に統合されているため, 溝口 (    )
の主張は記念碑的な分析であることを指摘している｡ しかし実際には以下で指摘するように,







弊害の二つ目は, 諸統計が同じように作られているという誤った認識である｡ 溝口 (    )
は貯蓄動向調査総貯蓄率と   家計貯蓄率の動きが似ているという安易な理由から, 乖離原
因を論じようとした｡ 対象としている貯蓄などの捕捉範囲, 統計調査を行う時点, 調査対象地
家計調査に基づく   ベース家計貯蓄率の推計 (上)    









溝口 (    ) 以後は,    を加工して家計調査黒字率に近似した推計を行う家計調査ベー
スと, 逆に家計調査から   ベースの家計貯蓄率を求める手法の２つが登場した｡ だが, 研
究の成果の多くは, 家計調査ベースによる研究によってもたらされている｡ 例えば, 植田・大
野 (    ) や当時経済企画庁国民所得部分配所得課長であった村岸による研究 (村岸 (    )),
大蔵省財政金融研究所研究グループによる岩本・尾崎・前川 (    )・同 (    ) などは, 家
計調査ベースに基づいた黒字率の推計を試みて, 家計調査の問題点と乖離幅の問題を詳細に議
論した  )｡





は岩本・尾崎・前川 (    )・同 (    ) の研究の中に含められ, 今日の研究者の間に幅広く
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ここからの議論では, この範囲の違いを明確にし, 同じ   ベースでも, より乖離を小さく
する推計方法を採用する見通しをつける必要がある｡ 乖離は必ず２つの統計の違いから生じて






今日では, 乖離が生じる原因について, 岩本・尾崎・前川 (    )・同 (    ) が次に示し
た４つの分類が広く受け入れられている  )｡
① 『家計調査』 と   の統計の概念に差異がある｡

















  ) 岩本・尾崎・前川 (    )   ページ｡
                                                                
第２に, 乖離原因の分類が誤っている｡ 経済統計における概念にはすべてが含まれる｡ 家計
貯蓄率を決定する所得・消費・貯蓄といった定義は当然概念に含まれ, その定義の調査範囲を
規定する推計方法も概念に含まれる｡ 推計方法の違いから生じる乖離幅も当然概念に含まれる
から, 乖離原因は ｢① 『家計調査』 と   の統計の概念に差異がある｣ 以外には存在しない｡
そのため, 岩本等の研究において乖離原因を適切に分類するには①の ｢概念｣ を ｢定義｣ に修
正するべきであろう｡
ただ, 様々な問題点が指摘できる一方で, 少なくとも岩本らの研究から次の結論を導くこと
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  ) 岩本・尾崎・前川 (    ), 同 (    ) の分類と本稿の分類には, ほぼ次のような対応関係がある｡
①＝ , ②＋③＋④＝ 
ただし, 岩本・尾崎・前川 (    ), 同 (    ) とは議論の前提となる概念の定義や統計に関する










Ａ 定義乖離      誤差乖離   家計調査誤差乖離
Ｃ 推計誤差乖離
Ａとは,    と家計調査における所得, 消費支出, 非消費支出, 貯蓄の定義が異なること
によって生じた乖離幅であり, 簡略に ｢Ａ 定義乖離｣ と呼ぶことができる｡ また, Ｂは２つ
の統計における誤差から生じる乖離であり,   と  の２つに分けることが出来る｡   は   における誤差によって生じた乖離幅であり, ｢      誤差乖離｣ とする｡ その誤差は   推計の基礎となる統計・資料における誤差で生じた乖離幅  ) と加工段階で生じる誤差で
生じた乖離幅  ) に分けられる｡   は家計調査における誤差 (標本誤差, 回答誤差など) によ
って生じた乖離幅であり, 同じく ｢   家計調査誤差乖離｣ とする｡ Ｃは本稿のように項目
の調整を行って, 家計貯蓄率を近似推計した際に生じる推計誤差からの乖離幅であり, これを
｢Ｃ 推計誤差乖離｣ とする｡ 推計を行わずに家計貯蓄率と黒字率をそのまま比較する場合に
は, 考慮する必要が無い｡
図２の上部は, 岩本・尾崎・前川 (    )・同 (    ) を始めとする家計貯蓄率論争に基づ
いて, 乖離原因と乖離幅との関係を示したものである｡ これは   と家計調査の誤差で, 乖
離幅を分類したものである｡ 実際には両統計の作製方法の様々な違いの中で, 乖離がどの過程





した図２の下部  ) も提示することにした｡ つまり, どの段階でその乖離が出来る可能性がある








り立っており, 細かい個別の乖離原因に関する見解も必要である｡ そのため, ここからは   
の誤差や家計調査の誤差が導く乖離幅について個別に検討する｡
家計貯蓄率論争では, 元々家計調査の誤差を指摘する研究から始まったこともあって, 家計
調査に対する厳しい指摘が相次いだ｡ 例えば, 先に採り上げたように, 岩本・尾崎・前川 (    )・同 (    ) で家計調査の回答誤差の可能性を指摘している  )｡ また同様に村岸 (    )
では, 譲渡所得税の記入漏れを指摘している｡ 溝口 (    ), 植田・大野 (    ), 岩本・尾崎
・前川 (    ) では, 新規の住宅購入が十分捉えられないことを指摘している｡ こうした個別
論点は非常に多く存在する｡ 本文ではすべてを扱わなかったが, 重要な内容もあるため, 付表
２で集中的に分類することにした  )｡
岩本・尾崎・前川 (    ) による家計調査消費支出に関する回答誤差への指摘に関連して,
内閣府  ) に直接公式な見解を求めることにした｡ その結果, ｢家計調査における回答誤差は,
密接に関連する   家計最終消費支出にも大きな影響を与え, 家計調査同様に   でも回
答誤差が出る｣ との回答が得られた｡ 具体的には, ｢配分比率の変動と個別費目消費の推計に
おいて, 家計調査は重要な役割を果たしており, 回答誤差の問題では,    と家計調査で若
干の程度の差が見られても, 問題点が共通している｣ ということである｡ 個別費目で家計調査
を利用しない項目の場合, 集中的にその項目だけで回答誤差が出現するとは考えにくいことで
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  ) Ｄは,    において, 加工段階の個別推計方法と加工段階が無いことから, データが変化しない
家計調査の個別項目との違いから生じている乖離であり, ｢Ｄ 加工乖離｣ とする｡ Ｅは   と家
計調査の基礎統計・資料間の調査方法の違いから生じた乖離幅であり, ｢  基礎統計乖離｣ とする｡  ) 岩本・尾崎・前川 (    )   ページ｡     年の論文では, 財産所得, 仕送り, 譲渡所得税, 耐久消




ある｡    の推計方法は詳細には公開されていないから, 官庁関係者ではない筆者が, これ
以上推計の内容に深入りすることは出来ないが, 内閣府の見解は客観的に見て妥当である  )｡
乖離を解消するためには,    ベースであるなら   と同じような誤差を生む推計方法
を志向しなければならない｡ 個別の論点は数多くあるが, それぞれの指摘を回避するためには   と同じ推計方法を目指して, 出来る限り乖離幅を小さくする地道な作業を行う以外に無


















計調査員として, 実際に実務を見てきた筆者の体験に基づいている｡  ) 推計方法の柔軟な工夫は家計調査ベースでは難しいため,    ベースの典型的な特徴であるとい
える｡ そのため, 家計調査ベースに基づく, 多くの先行研究は一部しか乖離幅を調整できないことが
宿命付けられていたと考えられる｡
                                                                
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付表１ 家計調査と国民経済







 ‒  給与住宅差額家賃 ○ × － ‒  社会保障雇主負担 ○ × － － ‒  その他雇主負担 ○ × － － ‒  ｢退職金｣ 相当分 ○ ○ － ‒  現物収入 ○ ×    ベース
営業余剰
 ‒  個人企業の営業余剰のうち, 持ち家の営業余剰 ○ × － － ‒  個人企業の営業余剰のうち, 在庫品評価調整額 × △ ＋ ＋
財産所得
 ‒  生保・損保の運用収益の中の家計利子収入分 ○ × － ‒  生保・損保の加入者配当計上額 ○ × －
＊ ‒  社会保障給付のうち, 医療費に関する社会保障給付 ○ × － －








＊ ‒  医療費に関する社会保障給付 ○ × － － ‒  帰属家賃 ○ × － － ‒  設備修繕・維持－植木・庭手入れ代 × ○ ＋ ‒  住宅関係負担費 ○ ○ ‒  家賃地代 ○ ○ ‒  給与住宅差額家賃 ○ × －
＊ ‒  生命保険料のうち保険サービス分 ○ 実支出以外の支出 －
＊ ‒  個人住宅の火災保険料のうち保険サービス分 × ○ ＋ ‒  現物支出 ○ ×    ベース
財産所得  ‒  賃貸料 持ち家の賃貸料 非消費支出 ○ ＋ ＋







 ‒  消費者負債利子 ○ 実支出以外の支出 － － ‒  その他の利子 持ち家の支払利子 ○ 実支出以外の支出 － －
農林水産業及びその他の産業の支払い利子 ○ ○ － ‒  賃貸料 持ち家の賃貸料 ○ 消費支出 － －
農林水産業及びその他の産業の賃貸料 ○ ○ － ‒  損害保険純保険料 ○ 消費支出 － － ‒  持ち家の固定資産税 (   では間接税に分類) × ○ ＋ ‒  社会保障負担のうち, 雇用主負担分 ○ × － － ‒   対家計民間非営利団体への経常移転 (信仰・祭祀費, 寄付金等) ○ 消費支出 － － ‒  無基金雇用者福祉帰属負担 ○ × － － ‒  その他の経常移転 (仕送り, 贈与) ○ 消費支出 － － ‒  相続税 × ○ ＋ ＋注  ‒   贈与税 × ○
貯蓄  －  固定資本減耗 ○ ×
家計貯蓄率調整における残された課題       家計調査 村岸 (    ) 岩本他 (    ),
同 (    )
標本抽出の調整
 ‒  無職世帯の有無 ○ × × ○ ‒  勤労者以外の世帯 (略) の有無 ○ × × △注  ‒  単身世帯の有無 ○ × × △注  ‒  人員調整係数の利用の有無 ○ × × × ‒  全国消費実態調査修正率の利用 不明 × × × ‒  直接推計法の利用 ○ × × × ‒     雇用者報酬の推計 ○ × × × ‒  コモ 桁コードの商品分類による家計最終消費支出の推計 ○ × × × ‒  配分比率の導入 ○ × × ×
注１ 先行研究に基づき, 調整の違いを明確にするために本表を作成する｡
注２ 各調整項目が     と家計調査,      に含まれていれば○とし, 含まれていなければ×とする｡
注３    の概念を家計調査の概念に修正する際に, －はマイナス補正を＋はプラス補正を示す｡    ベースとは家計調査の項目を   概念
注４ 岩本他 (    ), 同 (    ) では相続税について (控除) 資本移転全体について加算している｡ 本稿では相続税相当分と推計し, 非消費支
注５ 岩本他 (    ), 同 (    ) では勤労者以外の世帯 (旧：一般世帯), 単身者世帯についても考慮しているが, 貯蓄率計算方法の本体には含
注６ 官庁関係者以外では調整が不可能な項目と, 調整が     では必要ない項目は＊を付記している｡ 一方退職金相当分 (背景灰色部分) は
注７ 中央線を境に左と右は     以前と以後を分けて表記している｡










○ ×  ‒  雇主の現実社会負担 ＋
○ ×  ‒  雇主の帰属社会負担 ＋
○ ○
○ ×  ‒  現物収入 ＋
○ ×
営業余剰・混合所得
 ‒  営業余剰 (持ち家) ＋
× △  ‒  在庫品評価調整額の個人企業
○ ×
財産所得  ‒  保険契約者に帰属する財産所得 ＋
○ ×
× ×
○ ほぼ○ ＊ ‒   無基金雇用者社会給付




○ ×  ‒  帰属家賃 ＋
× ○  ‒  設備修繕・維持 ‒植木・庭手入れ代 －
○ ○  ‒  住宅関係負担費 －
○ ○  ‒  家賃地代 －
○ ×  ‒  給与住宅差額家賃 ＋
不明 実支出以外の支出 ＊ ‒  生命保険のサービス料
不明 ○ ＊ ‒  不明
○ ×  ‒  現物支出 ＋
財産所得  ‒  賃貸料非消費支出 ○ 持ち家の賃貸料 －
非消費支出 × 農林水産業, その他の産業の賃貸料 －
非消費支出 ○ その他の経常移転  ‒  非生命純保険料 －
非消費支出 ○
その他の経常移転  ‒   他に分類されない経常移転 －
非消費支出 ○ －
○ ○  ‒   学校給食 －
○ ○  ‒   保健医療サービス
○ ○  ‒   自動車等購入
○ ○  ‒   自動車保険料
○ ○  ‒   授業料 －
○ 実支出以外の支出
財産所得
 ‒  消費者負債利子 ＋ ‒  その他の利子○ 実支出以外の支出 持ち家の支払利子 ＋
○ ○ 農林水産業及びその他の産業の支払い利子 ＋ ‒  賃貸料○ 消費支出 持ち家の賃貸料 ＋
○ ○ 農林水産業及びその他の産業の賃貸料 ＋
○ 消費支出 その他の経常移転  ‒  非生命純保険料 ＋
× ○  ‒  持ち家の固定資産税 (   では間接税に分類) －
○ × 社会負担  ‒  現実社会負担 ＋
○ 消費支出 その他の経常移転  ‒  他に分類されない経常移転の一部 ＋
○ ほぼ○ 社会負担  ‒  帰属社会負担 ＋
○ 消費支出 その他の経常移転  ‒  他に分類されない経常移転の一部 ＋
× ○  ‒  (控除) 資本移転 (相続税) －
× ○  ‒   (控除) 資本移転 (贈与税) －
○ ×  ‒  固定資本減耗 ＋      可処分所得の
使用勘定ベース




○ ×  ‒  勤労者以外の世帯 (略) の有無 ○
○ ×  ‒  単身世帯の有無 ○
○ ×  ‒  人員調整係数の利用の有無 ×
○ ×  ‒  全国消費実態調査修正率の利用 ×
○ ×  ‒  直接推計法の利用 ×
○ ×  ‒     雇用者報酬の推計 ×
○ ×  ‒  コモ 桁コードの商品分類による家計最終消費支出の推計 ×























 ‒  家計調査における財産所得, 仕送り, 譲渡所得税, 耐久消費財支出の調査漏
れ
― ○ ‒   ‒ 以外の家計調査の回答誤差：実収入の項目, 消費支出の項目, 非消費支
出の項目における回答漏れ
不明 × × ‒  家計調査では住宅購入世帯が把握されていない － ○ ‒  家計調査の有業人員の偏り － ○ ‒  家計簿負担の重さから世帯数分布が偏っている：低収入世帯の欠落, 転居予定・転居直後の世帯が対象から外れる, 調査拒否が多い, 給与住宅世帯の比率が多い,     年まで農林漁家世帯が対象から外れている, 世帯人員の偏り,
自由業従事者・小規模企業従事者・共稼ぎ・高齢者・労務系職員・片親と未
婚の子供のみの世帯比率が低い, 公務員世帯・自家取得予定のある世帯・若




































× × ○ × × × 乖離への影響はわからない｡
× × ○ × × × 乖離への影響はわからない｡
× × ○ ○ ○ × 乖離への影響はわからない｡
× ○ ○ ○ ○ × 乖離への影響はわからない｡




○ × × × × × 乖離への影響はわからない｡
× × × × × × 乖離への影響はわからない｡
○ × × × × × 乖離への影響はわからない｡
問題点での分類
コメント








× × ○      への移行に伴い, 調整が必要なくなった｡     への移行に伴い, 調整が必要なくなった｡
○ × ×
                                                                










による調整の必要なし   定義乖離 ‒  在庫品評価調整額の個人企業 乖離 × × ‒  医療費に関する社会保障給付 － ○ ‒  帰属家賃 乖離 × ○ ‒  設備修繕･維持－植木・庭手入れ代 相殺 × ○ ‒  給与住宅差額家賃 乖離 × ○ ‒  生命保険のサービス料 － ○ ‒  旧個人住宅の火災保険料のうち保健サービス分 － ○ ‒  現物支出 乖離 × ○ ‒  賃貸料 相殺 × ○ ‒  非生命保険料 乖離 × ○ ‒   他に分類されない経常移転, そのほか移転項目 乖離 × ○ ‒  消費者負債利子 乖離 × ○ ‒  その他の利子 乖離 × ○ ‒  賃貸料 乖離 × ○ ‒  非生命保険料 乖離 × ○ ‒  持ち家の固定資産税 乖離 × ○ ‒  現実社会負担 － × ○ ‒  他に分類されない経常移転の一部で, 旧対家計民間非営利団体への経常移転
(信仰費, 寄付金等) に相当する部分
相殺 × ○ ‒  帰属社会負担 － × ○ ‒  他に分類されない経常移転の一部で, 旧その他の経常移転 (仕送り, 贈与)
に相当する部分
乖離 × ○ ‒   贈与税 乖離 × ○ ‒  固定資本減耗 乖離 × ○ ‒  家計調査黒字率の計算に無職世帯が入っていない 乖離 × ○ ‒  家計調査黒字率の計算に勤労者以外の世帯 (無職世帯を含まない) が入って
いない









































× × × 要因分解法の利用のため, 利用できなかった｡
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